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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、「空間に思いを馳せ、人々の笑顔を創造する。」という企業理念のもと、当社グループの持続的かつ安定的な成長と中長期的な企業価
値の向上を目指し、経営の透明性、健全性、法令遵守等を重要課題と捉え、コーポレート・ガバナンスの充実に努めております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【原則４－２．取締役会の役割・責務（２）】

　当社は、経営陣からの提案が会社の活性化・会社の持続的な成長に不可欠なものと認識しております。そのような提案があった際は、取締役会
において、それぞれの取締役が独立した客観的な立場で多角的かつ十分な検討を行い、決議された提案は担当取締役が監督・執行責任を担っ
ております。また、当社では、極めて公共性の高い事業を中核としており、健全経営を第一に安定した経営基盤の確保に努めており、インセンティ
ブは導入しておりませんが、当社の経営状況にふさわしいインセンティブ制度について、必要に応じて検討してまいります。

【補充原則４－２－１．業績連動型報酬と自社株報酬】

　当社では、極めて公共性の高い事業を中核としており、健全経営を第一に安定した経営基盤の確保に努めており、経営陣の報酬についてインセ
ンティブは導入しておりませんが、当社の経営状況にふさわしいインセンティブ制度について、必要に応じて検討してまいります。

【原則４－１１．取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】

　当社の取締役会は、各事業分野に精通した業務執行取締役と、当社に関連する業界で経営者等の豊富な経験や高い識見と専門性を持った社
外取締役とによって構成されております。取締役会は、取締役会全体としての実効性に関する分析・評価を行うとともに、社外取締役により高いモ
ニタリングと必要に応じた意見、助言を得ることで高い実効性を保ち、機能向上が可能な体制となっております。また、監査役については、財務・会
計・法務に関する十分な知見を有している者を選任しております。　

　しかしながら、現時点におきましては、ジェンダーや国際性の面を十分に考慮したと言えるだけの取締役会の構成にはなっておりません。今後、
取締役会の実効性評価の結果や経営戦略の観点も鑑み、多様な取締役を選任できるよう努めてまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４．政策保有株式】

　当社は、取引先との関係の構築・強化や業務提携の観点から、当該取引先等の株式を政策保有株式として保有いたします。政策保有の判断
は、当社の中長期的な企業価値の向上を総合的に勘案して実施し、毎年、検証を行います。

　検証の結果、保有の意義が必ずしも十分でないと判断される銘柄については、縮減を図ります。保有を継続すると判断した銘柄については、有
価証券報告書において、特定投資株式として、その保有株数・保有目的を開示しております。

　また、議決権の行使については、中長期の視点で当社の企業価値が向上するか、株主の利益を尊重しているかを判断基準として行います。

【原則１－７．関連当事者間の取引】

　当社では、関連当事者間の取引については、該当する役員を特別利害関係人として当該決議の定足数から除外した上で、取締役会において決
議しております。また、当社及び子会社を含むすべての役員に対して、関連事業者間取引の有無を確認する調査を毎期実施しております。

【原則２－６．企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

　当社は、従業員の資産形成のため企業型確定拠出年金制度を導入しております。

　運用商品の選定や入社時に運用制度の説明を行い、従業員に対しても定期的に説明会を開催しております。

【原則３－１．情報開示の充実】

（１）会社の目指すところや経営戦略、経営計画については、当社ウェブサイト、決算説明資料にて開示しております。

＜当社ウェブサイト/ IR情報＞

https://www.tokyotokeiba.co.jp/ir/

（２）コーポレートガバナンスの基本方針を当社ウェブサイト、コーポレートガバナンスに関する報告書にて開示しております。

＜当社ウェブサイト/コーポレート・ガバナンス＞

https://www.tokyotokeiba.co.jp/csr/governance.html

（３）取締役及び監査役の報酬等の決定に関する方針をコーポレートガバナンスに関する報告書及び有価証券報告書にて開示しております。

＜当社ウェブサイト/コーポレート・ガバナンス＞

https://www.tokyotokeiba.co.jp/csr/governance.html

＜当社ウェブサイト/有価証券報告書＞

https://www.tokyotokeiba.co.jp/ir/library/security.html

（４）取締役候補者については、当社の持続可能な成長と企業価値向上に資する候補者であるかを基準に選定し、取締役会にて決定しておりま
す。また、監査役候補者については、当社の健全な経営と社会的信用の維持向上に資する人物で、中立的・客観的に監査を行うことができる候補
者であるかを基準に選定し、監査役会で検討・同意を行った上で、最終的に取締役会にて決定しております。

　取締役、監査役を解任すべき事情が生じた場合には、取締役会で十分に議論し、その解任案を決定することとしております。なお、取締役、監査
役の解任は会社法等の規定に従って行います。



（５）新任候補者、社外取締役候補者及び社外監査役候補者の選任、取締役、監査役の解任理由を株主総会招集通知にて開示しております。

＜当社ウェブサイト/株主総会＞

https://www.tokyotokeiba.co.jp/ir/stock/meeting.html

【補充原則４－１－１．経営陣に対する委任の範囲】

　当社では、取締役会で法令・定款・取締役会規則に定められた事項を議論し、経営の大きな方向性を意思決定しております。意思決定をした事
項の具体的な執行については、代表取締役及び業務執行取締役に委任し、取締役会はその執行状況を監督しております。

【原則４－９．独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

　社外取締役の選任にあたっては、会社法上の要件に加え、会社経営等における豊富な経験と高い識見を重視しており、金融商品取引所が定め
る独立性基準を満たす社外取締役を独立役員として届け出ております。

【補充原則４－11－１．取締役会全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え方】

　当社取締役の員数は、定款規定の14名以下の範囲内で、意思決定の迅速化の観点から、都度、適切な規模を決定するものといたします。業務
執行取締役は、当社の事業と業務機能の責任者の中からバランスよく選定いたします。社外取締役は、当社の経営戦略に適切なアドバイスを頂く
ために、企業経営の経験者等豊富な経験及び識見を有する複数名を選任いたします。

【補充原則４－11－２．取締役及び監査役の兼任状況】

　社外取締役及び社外監査役の兼任は、当社を含めて３社以内としております。個々の兼任状況は、株主総会招集通知、有価証券報告書等にお
いて、毎年開示を行っております。

【補充原則４－11－３．取締役会の実効性に関する分析・評価の概要】

　当社は、取締役会の機能向上のため、毎年、取締役会において取締役会の実効性について評価・検証を実施しております。

〔評価方法〕

　１．当社取締役および監査役（全員）を対象に第三者機関を活用したアンケートを実施

　　　「取締役会の構成と運営」、「経営戦略と事業戦略」、「企業倫理とリスク管理」、「経営陣の評価と報酬」、「株主等との対話」に関する設問お
よ　 び自由記入による形式

　２．独立社外役員連絡会における報告

　　　独立社外役員連絡会にてアンケート結果を報告し、取締役会の役割や今後の課題に対し、意見等を聴取　　

〔評価結果の概要〕

　取締役会の実効性評価に際し、第三者機関を活用したアンケートを全役員に実施した結果、取締役会に係る諸項目について高い評価点を得ま
した。

　上記アンケート結果や役員間の意見交換を受け、当社の取締役会は、「取締役会資料・説明」、「取締役会の開催頻度」、「戦略の審議に必要な
情報提供」等の面において、概ね適切に運営、機能しており、取締役会全体の実効性は確保されているものと評価しております。

　一方で、各役員より

　・危機管理体制の評価

　・株主等からの意見のフィードバック

　・経営陣の評価・報酬に対する独立社外取締役の関与

を期待する意見が出されました。

　当社は、上記の意見等を踏まえ、今後も適切な運営を推進するとともに、独立社外役員連絡会等でも情報共有を拡充し、当社の経営・事業戦略
について効果的な意見交換ができるようにするなど、取締役会の実効性の向上に努めてまいります。

【補充原則４－14－２．取締役・監査役に対するトレーニングの方針】

　当社は、定例の取締役会及び監査役会において、随時、会社の事業・財務・組織等に関する事項について報告を行っております。このほか、取
締役及び監査役に対し、法改正等必要に応じて社内研修を実施するとともに、取締役及び監査役が自身の経験・知見に応じて必要と考える社外
研修等については、当社の費用負担にてサポートを行っております。

【原則５－１．株主との建設的な対話に関する方針】

　当社は、持続的に成長し中長期的に企業価値を向上させるには、株主からの支援が重要であると考え、そのため、適時適切かつ正確な情報開
示に努めてまいります。

　また、当社企画部をＩＲ担当窓口としてＩＲ活動を積極的に推進してまいります。取締役会では、必要に応じてＩＲ担当取締役が適宜報告を行い、株
主との建設的な対話を経営に反映いたします。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

東京都 7,991,644 27.78

特別区競馬組合 3,676,292 12.78

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 2,296,300 7.98

株式会社東京ドーム 1,788,488 6.21

みずほ信託銀行株式会社　退職給付信託　みずほ銀行口　再信託受託者　資産管理サービス信
託銀行株式会社

1,388,000 4.82

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 691,400 2.40

ＧＯＬＤＭＡＮ　ＳＡＣＨＳ　ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ 413,855 1.43

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 253,200 0.88

ＴＨＥ　ＨＯＮＧＫＯＮＧ　ＡＮＤ　ＳＨＡＮＧＨＡＩ　ＢＡＮＫＩＮＧ　ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ　ＬＴＤ　－　ＳＩＮＧＡ
ＰＯＲＥ　ＢＲＡＮＣＨ　ＰＲＩＶＡＴＥ　ＢＡＮＫＩＮＧ　ＤＩＶＩＳＩＯＮ　Ａ／Ｃ　ＣＬＩＥＮＴＳ

250,300 0.87



ＪＰ　ＭＯＲＧＡＮ　ＣＨＡＳＥ　ＢＡＮＫ　３８５１５１ 248,022 0.86

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

　当社は、2019年12月31日現在自己株式を209,221株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合0.72％）を保有しております。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 12 月

業種 サービス業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 14 名

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 10 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

桑原　敏武 その他

佐藤　浩二 その他

長岡　　勤 他の会社の出身者 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

桑原　敏武 ○ ―――

　地方公共団体における豊富な行政経験と高
い見識をもとに、独立した立場から当社の業務
執行を監督していただくため、社外取締役とし
て選任しております。

　また、当社との人的関係、資本的関係、また
は取引関係において当社の一般株主との利益
相反が生じるおそれがないと判断し、独立役員
として指定しております。



佐藤　浩二 ○ ―――

　競馬に関わる豊富な経験と高い見識をもと
に、独立した立場から当社の業務執行を監督し
ていただくため、社外取締役として選任しており
ます。

　また、当社との人的関係、資本的関係、また
は取引関係において当社の一般株主との利益
相反が生じるおそれがないと判断し、独立役員
として指定しております。

長岡　　勤 ○

当社は、長岡　勤氏が代表取締役社長執
行役員を務める株式会社東京ドームと取
引関係にありますが、取引金額は年間2
百万円（2019年12月期実績）であり、株
主・投資者の判断に影響を及ぼすおそれ
はないと判断しています。

　レジャー業界における豊富な経験と高い見識
をもとに、独立した立場から当社の業務執行を
監督していただくため、社外取締役として選任
しております。

　また、当社との人的関係、資本的関係、また
は取引関係において当社の一般株主との利益
相反が生じるおそれがないと判断し、独立役員
として指定しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

独立社外役員連絡
会

8 0 2 3 0 3
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

独立社外役員連絡
会

8 0 2 3 0 3
社外取
締役

補足説明

上記連絡会は独立社外取締役および独立社外監査役により構成され、事務局を総務部に設置しています。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査役、会計監査人及び内部監査部門の三者間によって、定期的な報告、情報交換、意見交換などを行い、相互連携を図っております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

煙山　　力 その他

石島　辰太郎 その他

田中　大輔 その他



※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

煙山　　力 ○ ―――

　直接企業経営に関与した経験はありません
が、地方公共団体における豊富な経験と財政
に関する高度な見識を有していることから、社
外監査役としての職務を適切に遂行できると判
断し、社外監査役として選任しております。

　また、当社との人的関係、資本的関係、また

は取引関係において当社の一般株主との利益

相反が生じるおそれがないと判断し、独立役員

として指定しております。

石島　辰太郎 ○ ―――

　直接企業経営に関与した経験はありません
が、特殊法人で経営委員や監査委員を務めた
経験もあることから、社外監査役としての職務
を適切に遂行できると判断し、社外監査役とし
て選任しております。

　また、当社との人的関係、資本的関係、また

は取引関係において当社の一般株主との利益

相反が生じるおそれがないと判断し、独立役員

として指定しております。

田中　大輔 ○ ―――

　直接企業経営に関与した経験はありません
が、地方公共団体における豊富な経験と財政
に関する高度な見識を有していることから、社
外監査役としての職務を適切に遂行できると判
断し、社外監査役として選任しております。

　また、当社との人的関係、資本的関係、また

は取引関係において当社の一般株主との利益

相反が生じるおそれがないと判断し、独立役員

として指定しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 6 名

その他独立役員に関する事項

当社は、独立役員の資格を満たす社外役員をすべて独立役員に指定しています。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

該当項目に関する補足説明

　当社は、ストックオプション等のインセンティブ付与は実施しておりませんが、2014年３月27日開催の第89回定時株主総会終結のときをもっ

て、年功的要素が強い役員退職慰労金制度を廃止し、業績及び成果との連動性を高めた報酬体系への移行を図っております。



ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

2019年12月期における取締役及び監査役の報酬等の額は以下のとおりであります。

取締役13名　　181,404千円（うち社外取締役４名　16,380千円）

監査役 ４名 　 30,962千円（うち社外監査役３名　15,090千円）

(注)

１．上記の支給人員及び報酬等の額には、2019年3月27日開催の定時株主総会終結の時をもって退任した取締役３名を含んでおります。

２．上記のほか、使用人兼務役員の使用人給与相当額(賞与含む)として23,347千円を支給しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針

の有無
あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　取締役報酬は、役位、職歴、実績等を考慮し、任意の諮問委員会として設置している独立社外役員連絡会における意見を踏まえて、株主総会で
決議された報酬限度額の範囲内において、取締役会の決議に基づいて決定しております。また、監査役の報酬は、株主総会で決議された報酬限
度額の範囲内において、監査役会で決定しております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

　社外取締役については、総務部のスタッフが、社外監査役については、監査役室のスタッフが、それぞれサポートしており、取締役会及び監査役
会において正確な情報伝達を行うとともに、適宜必要事項を提供しております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

眞仁田　勉 相談役
経営その他事項の相談に応じた
助言

非常勤・報酬無 1999/03/30 定め無し

久保田　榮一 相談役
経営その他事項の相談に応じた
助言

非常勤・報酬無 2006/03/30 定め無し

大関　東支夫 相談役
経営その他事項の相談に応じた
助言

非常勤・報酬無 2007/03/29 定め無し

髙橋　功 相談役
経営その他事項の相談に応じた
助言

非常勤・報酬無 2011/03/29 定め無し

山口　一久 相談役
経営その他事項の相談に応じた
助言

非常勤・報酬無 2019/3/27 定め無し

今野　滋 相談役
経営その他事項の相談に応じた
助言

非常勤・報酬無 2019/3/27 定め無し

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 6 名

その他の事項

・当社は、取締役会の決議により、相談役を選任しております。

・長年にわたり当社の経営に携わってきた経験・知見から、経営その他事項について必要に応じ、当社より助言を求めることがあります。ただし、
経営のいかなる意思決定にも関与しておりません。



２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

・取締役会は、当社グループの経営に関する重要な事項を決定するとともに、取締役の業務執行を監督しております。定時及び臨時取締役会の
ほかにも、当社社長の諮問機関として、当社の常勤役付取締役をもって組織する常勤取締役定例会を定期的に開催し、当社グループの経営に関
する重要な事項を協議するほか、当社グループ常勤取締役及び当社常勤監査役等が出席する社内役員会を原則として月１回開催し、取締役会
に付議すべき事項の決定を行うとともに、当社グループにおける業務執行の進捗状況の報告を行い、情報の共有化と意思疎通の徹底を図ってお
ります。

・取締役会を構成する取締役のうち社外取締役を複数名選任し、取締役会における決議の公平性及び透明性を図っております。

・独立社外取締役及び独立社外監査役をもって組織する独立社外役員連絡会を設置しており、独立社外役員連絡会において、当社グループのコ
ンプライアンスに係る事項や取締役会における重要な協議事項について、独立した立場に基づき意見交換を行うとともに、情報共有を図っており
ます。

・当社は監査役制度を採用しており、監査機能を強化するため、監査役４名中３名は社外監査役（非常勤）であります。監査役は取締役会をはじ

め社内の重要な会議に出席し、適宜意見を述べるとともに、取締役からの聴取、重要な決裁書類の閲覧を通じ、取締役会の意思決定の過程及

び取締役の業務執行状況について監査を行っております。

・当社は内部監査部門として、社長直轄の内部統制監理室（２名）を設置しております。内部統制監理室は、会社におけるコンプライアンスの状況

が方針、規程等に従って適切に運用され、内部統制が問題なく機能しているかを内部監査方針に基づき監査し、その結果に基づく情報の提供並

びに改善・合理化への助言・提案等は、社長及び担当役員に報告が行われております。

　なお、内部監査部門、監査役及び会計監査人は、定期的な報告、情報交換、意見交換などを行い、相互連携を図っております。

・当社は顧問弁護士、会計監査人に適宜相談・報告を行い、専門的立場からの助言・指導を受け、経営判断の適法性の確保に努めております。

・内部統制システムの整備等に関しましては、基本方針のもと、実行しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、業務執行取締役から独立した利害関係のない社外取締役３名と社外監査役３名を選任していることから、取締役会における業務執行
に対し充分な監督機能を有しており、また監査役による監視機能が発揮され、業務執行の適正性が確保されると判断し、現行の体制を採用してお
ります。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
　株主が十分な議案の検討時間を確保できるよう、招集通知の早期発送を行っておりま
す。また、原則として発送日の１週間前に、当社ウェブサイト及び東京証券取引所のウェ
ブサイトに開示しております。

集中日を回避した株主総会の設定
　株主総会は株主との対話の場であるという観点から、より多くの株主の皆様が株主総会
に出席できるように、株主総会集中日と予測される日程を避けた開催日設定を行っており
ます。

電磁的方法による議決権の行使 インターネットによる議決権の行使を可能としております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

　株式会社ＩＣＪが運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームに参加してお
ります。

招集通知（要約）の英文での提供 狭義の招集通知及び参考書類の英訳を作成し、当社ウェブサイトに掲載しております。

その他
株主総会の開会前に施設紹介の映像を上映するとともに、株主の理解を深めるため事業
報

告等の内容をビジュアル化しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表 ホームページ上でIR情報開示方針を公表しております。

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

実施時期：第２四半期、第３四半期、期末の全３回実施

直近の実施年月日：2020年２月19日

参加者：機関投資家、証券アナリスト、金融機関等

なし

IR資料のホームページ掲載
　当社ホームページにおいて、決算情報、適時開示に関する情報、　　　　　　

株主総会招集通知、決議通知、議決権行使結果に関する臨時報告書、　　　

四半期報告書、有価証券報告書などを掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置

　当社においては、IR業務を担当する組織は、企画部及び財務部として　　　

おります。

　担当役員は、企画、財務部門担当常務取締役であり、事務連絡責任者　　

は企画部長であります。

　

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
　地球温暖化対策として、エネルギーの効率的な利用や二酸化炭素削減に積極的に取り
組ん

でおり、当社ホームページにおいて、活動等の実施内容を公開しております。

その他

当社は、公営競技の主催者をはじめ、関係団体と一丸となって公営競技発展に努める一
方、地域社会・住民等にも常に配慮し、良好な環境や関係の維持に積極的に取り組んでお
ります。

　また、経営の透明性、健全性、法令遵守等を重要課題ととらえ、企業の社会的責任、企
業価値の向上を図ることにより、ステークホルダーの信頼に応える努力を行っております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

１．取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1)　当社は、業務執行における法令、定款及び諸規程の遵守（以下「コンプライアンス」という。）に関して「コンプライアンス管理規程」を制定し、当
社及び子会社（以下、「当社グループ」という。）の基本方針及び体制について定める。これに基づき、当社社長はコンプライアンス統括責任者とし
て、当社グループのコンプライアンス体制の構築を統括する。

　また、総務部門担当取締役はコンプライアンス副統括責任者として統括責任者を補佐し、総務部長はコンプライアンス推進者としてコンプライア
ンス体制の整備を推進する。

(2)　当社役職員は、コンプライアンスに対する意識を高く持ち、部署ごとに法令等に基づき意思決定・業務執行を行う。各部署においては、部(室)
長をコンプライアンス部門責任者として定め、職務権限や責任の所在及び指揮命令系統を明確化し、有効な相互牽制が機能する体制を保つ。

　また、当社グループの役職員を対象にコンプライアンス意識向上のための研修を行い、周知徹底を図るほか、定期的に開催される各部署代表
者による各階層別の連絡会において、執行状況を横断的に確認する。

　なお、必要に応じ弁護士等に相談を行い、コンプライアンス等に問題があった場合には、直ちに情報を確認後、部門責任者からコンプライアンス
統括責任者へ情報が伝達される体制を保つ。

(3)　当社は、業務執行部門から独立したコンプライアンス統括責任者直轄の内部統制監理室を設置し、社内のコンプライアンスの状況を監視し、
合法性と合理性の観点から検討・評価を行うとともに、内部統制システムの維持・向上に努める。

　また、内部統制監理室は、当社グループにおけるコンプライアンスの状況が方針、規程等に従って適切に運用され、内部統制システムが問題な
く機能しているかを、本方針に基づき監査を行い、その結果をコンプライアンス統括責任者へ報告し、併せて是正が必要な場合には、助言及び提
言を行う。

(4)　当社役職員は、当社グループにおける重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実を発見した場合には、取締役会をはじめ
とした、社内の重要な会議へ速やかに報告する。

　また、当社は「内部通報規程」に基づき、内部統制監理室を社内窓口とすることに加え、会社が指定する法律事務所を社外窓口とする内部通報
制度を整え、コンプライアンス違反の事実や損失の危険に関する情報の内部通報を受ける体制を保つ。

(5)　監査役は、当社グループのコンプライアンス体制及び社内報告体制に問題があると認めた場合は、意見を述べるとともに、改善策の策定を求
める。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務執行に係る情報については、「文書管理規程」に基づいて適切かつ確実に検索性の高い状態で保存・管理し、必要に応じ速やか
に閲覧できる状態を維持する。

　また、個人の情報に関しては、「個人情報保護規程」に基づいて情報セキュリティを保つ。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1)　当社のリスク等の管理・対応については、「リスク管理規程」を制定し、当社グループにおいて発生しうるリスクの防止体制の整備、発生したリ
スクの対応等について定める。これに基づき、当社社長はリスク管理統括責任者として、当社グループ全体のリスク管理に関する方針の決定、体
制の整備及びリスク発生後の対応について統括する。

　また、当社グループ各部署で発生しうるリスクの回避と軽減を図るため、部署ごとにリスク管理責任者を置き、各部(室)長がこれにあたる。

(2)　リスクの発生に関する情報を入手した部署においては、速やかに総務部長及び担当役員へ報告し、入手した情報の事実を確認後、総務部長
からリスク管理統括責任者へ迅速に伝達がなされる体制を確保する。

　また、各部署のリスク管理に関する業務の執行状況を横断的に把握・確認するため、定期的に開催される各階層別の連絡会において、各部署
代表者は、意見交換及び相互牽制を行う。

(3)　当社グループ各部署においては、平時からリスクを洗い出し、適切に評価するとともに、必要に応じ弁護士・専門家等に相談を行い、専門的
立場からの助言・指導を受け、リスクの軽減等に努める。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1)　取締役会は、当社グループの経営に関する重要な事項を決定するとともに、取締役の業務執行を監督する。

(2)　当社は、取締役会を構成する取締役のうち社外取締役を複数名選任し、取締役会における決議の公平性及び透明性を図る。

(3)　当社は、当社の常勤役付取締役をもって組織する常勤取締役定例会を定期的に開催し、当社グループの経営に関する重要な事項を協議す
る。

(4)　当社は、当社グループ常勤取締役及び当社常勤監査役等が出席する社内役員会を原則として月１回開催し、取締役会に付議すべき事項の
決定を行うとともに、当社グループにおける業務執行の進捗状況の報告を行い、情報の共有化と意思疎通の徹底を図る。

(5)　当社は、当社グループのコンプライアンスに係る事項や取締役会における重要な協議事項について、独立した立場に基づき意見交換を行うと
ともに、情報共有を図ることを目的として、社外取締役及び社外監査役をもって組織する独立社外役員連絡会を設置する。

(6)　取締役会の決定に基づく業務執行に関しては、業務分掌、職務権限及び決裁事項等を定めた諸規程等に従い、当社グループ各部署で業務
の有効性及び効率性を確保する。

５．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制、子会社の取締役及び従業員の職務の執行に係る事項の当社
への報告に関する体制

(1)　当社グループにおける業務の適正を確保するため、子会社においても当社に準じた諸規程等を基礎として行動する。

(2)　子会社の経営等に関わる事項は、社内役員会において、定期的に報告及び意見交換を行うとともに、当社は子会社に対しコンプライアンス等
に関する重要な事項を監督する。

(3)　子会社は、当社からの経営管理、経営指導内容等が法令に違反する等、コンプライアンス上問題があると認めた場合には、内部統制監理室
に報告する。内部統制監理室は直ちに情報の収集・確認を行い当社社長に報告を行うとともに、意見を述べることができるものとし、当社社長は、
その改善策の策定を命ずる。

６．監査役の職務を補助すべき従業員に関する事項、当該従業員の取締役からの独立性に関する事項、監査役の当該従業員に対する指示の実
効性の確保に関する事項

(1)　当社は、監査役の職務を補助すべき従業員として、専任の監査役補助者を１名以上置く。

(2)　監査役補助者の任命、解任、人事異動等については、予め常勤監査役の同意を得ることとし、取締役からの独立性が確保できる体制とする。

７．当社グループの役職員が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

(1)　監査役は、取締役会をはじめとした社内の重要な会議に出席するほか、当社グループの役職員より当社グループにおけるコンプライアンスの



状況、内部監査の実施状況、業務または業績に影響を与える重要な事項について定期的に報告を受け、さらに必要に応じて説明を求めることが
できる。

(2)　当社は、監査役に報告を行った当社グループの役職員が、当該報告を行ったことを理由として不利益な取扱いを受けない体制を確保する。

８．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1)　監査役は、職務執行に必要と判断した場合は、当社の業務執行に関する重要な決裁文書その他の書類を閲覧し、必要に応じて説明を求める
ことができる。

(2)　監査役と会計監査人は、定期的な報告、情報交換及び意見交換などを行い、連携を図る。

(3)　監査役が、その職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還等の請求をしたときは、当該監査役の職務の執行に必要でないと認め
られた場合を除き、速やかに当該費用または債務の処理を行う。

９．財務報告の信頼性を確保するための体制

　当社グループの財務報告の信頼性を確保するため、「財務報告に係る内部統制基本方針」を制定し、規程及び体制を整備するとともに、その整
備・運用状況について継続的に評価し、必要に応じて改善を行い、実効性のある体制の構築を図る。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

１．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

　当社は、反社会的勢力との関係を排除するとともに、反社会的勢力からの不当な要求に対しては、警察・弁護士等と緊密に連携し、当社グルー
プをあげて毅然とした態度で対応する。

２．反社会的勢力排除に向けた整備状況

　不当要求が発生した場合の対応統括部署は総務部とし、警察及び顧問弁護士等の外部専門機関と連携するとともに、警視庁管内特殊暴力防

止対策連合会に加盟し、他企業との連絡会や研修活動に定期的に参加し専任者が情報の収集・管理を行っております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

買収防衛策は導入しておりません。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

　当社は、常にコーポレート・ガバナンスの重要性を認識し、経営の透明性、健全性、法令遵守等を重要課題ととらえております。

　この方針に基づき、役員及び従業員のコンプライアンスの意識向上に努め、内部統制システムを含めたコーポレート・ガバナンスの更なる充実

を図る一方、社会・経済環境の変化に的確に対応するための体制改善に努めてまいります。

適時開示体制の概要

　当社の会社情報の適時開示に係る社内体制の状況は、下記のとおりです。

　当社グループにおける会社情報の適時開示に関しましては、会社情報の統括管理を行う情報取扱責任者を定め行っております。

１．決定事実に関する情報

　決定事実は定時及び臨時取締役会において決定し、決定事実について適時開示の必要性を、情報取扱責任者を中心に適時開示規則等に準じ
て検討し、開示が必要となる場合は、取締役会決議後、情報取扱責任者の指示のもと速やかに開示いたします。

２．発生事実に関する情報

　発生事実を確認した部署から速やかに総務部長に報告され、情報を集約し情報取扱責任者に報告します。発生事実について適時開示の必要

性を、情報取扱責任者を中心に適時開示規則等に準じて検討し、開示が必要となる場合は、情報取扱責任者の指示のもとに速やかに開示を行

います。

３．決算に関する情報

　決算に関する情報は、取締役会の承認後、情報取扱責任者の指示のもとに速やかに開示を行います。

４．その他

　適時開示を行った発表資料は、当社のホームページに掲載をしております。

　また、必要に応じ、会計監査人、顧問弁護士に適宜相談を行い、適切な開示に努めております。


